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Abstract 
This paper aims to show some situations of roles of education committees in school evaluation. The 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology made a school evaluation guideline. It 
explained that education committees should use school evaluation results and they should support each 
school for self-improvement. The result shows that education committees just work simple things for each 
school to do school evaluation smoothly. For example they announce year – round schedule, summarize 
school evaluation results and so on. They don’t make some programs based on school evaluation results. 
These are caused by ambiguity of goal of school evaluation. These mean that it is necessary to clear 
“what is school evaluation made in Japan” because school evaluation institute is defective itself. 
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１．問題関心
 本稿の目的は、学校評価における教育委員会の関わりや役割について、実態を明らかにし、学
校評価を検討する際の課題を抽出することである。本稿では、教育委員会の存在に着目したい。
学校評価の研究の多くが学校に着目し、学校内部のより良い学校評価のあり方や方法論について
論じられることが多い。学校評価は学校に PDCA サイクルを構築し自己改善による教育の質保
証を目指していることから、論点が学校内部に置かれることは当然のことかもしれない。他方で、
教育委員会は各学校が円滑に学校を運営するための事務局機能を有している。また、首長部局と
連携しながら都道府県や市町村における行政運営やまちづくりの一部を担っている。そのため、
行政全体から教育（または、教育行政）をとらえようとした時に、学校だけに着目すると、行政
全体における教育（または、教育行政）の位置づけや意義を見出しにくくなってしまう。そこで、
以上のような問題関心の下、学校評価をより本質的に理解するために、本稿では教育委員会に着
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目し、学校評価の実態を明らかにすると共に、学校評価における検討課題の抽出を試みたい。
２．学校評価が教育委員会に求めること
学校評価は、2002 年に自己評価実施の努力義務化、2007 年に自己評価の実施と結果公表の義
務化、学校関係者評価の実施と結果公表の努力義務化を経て、2008 年の「第 1 期教育振興基本
計画」では学校関係者評価もできる限りすべての学校において実施されることを目指すことが求
められ今日に至っている。これらの動きは学校評価の制度化を進めるものであり、そこでは学校
評価を実施することの強制力と評価主体が論点となってきた。また、2007 年に学校教育法施行
規則が改正され、第 68 条で評価結果は設置者へ報告することが義務化された。 
文部科学省の「学校評価ガイドライン（平成 28 年改訂）」では、学校評価の目的の 1 つに「各
学校の設置者等が、学校評価の結果に応じて、学校に対する支援や条件整備等の改善措置を講じ
ることにより、一定水準の教育の質を保証し、その向上を図ること。」が示されている。また、
設置者等による支援・改善についても方針が示されており、下記のように要約できる １。
（評価結果等に基づく学校の支援・改善）
第 1 に、設置者は、各学校の評価結果の報告書にある学校の特色や課題への取組状況、また、
学校訪問や校長からの意見聴取等により、各学校の教育活動や学校運営の状況を把握し、その状
況を踏まえて、予算配分や人事配置など学校に対する支援や条件整備等の改善を適切に行う。
第 2 に、設置者は、報告書に示された評価結果について、自らのこれまでの学校の設置管理
の取組に対する評価と受け止め、その改善を目指す。
（評価者の確保と研修）
第 3 に、学校評価の取組の中心となる教職員の研修や、学校関係者評価の研修、教育委員会
に置かれる指導主事の研修を充実させる。
第 4 に、教育委員会に置かれる指導主事は、学校に指導・助言を行うとともに、教育委員会
内においては評価結果に基づく支援・改善のための取組を立案・推進する重要な役割を担う。
（学校評価の在り方に関する指導・助言）
第 5 に、 設置者は、各学校から提出された評価結果の報告書をもとに、学校評価のＰＤＣＡ
サイクルが適切に機能しているかどうかを検証し、学校評価を通じた学校運営の改善が円滑に進
むよう必要な指導・助言を行う。
（都道府県教育委員会の役割）
第 6 に、市区町村立の義務教育諸学校では、都道府県教育委員会が県費負担教職員の定数・
配置・給与等を適正に管理し改善することができるよう、市区町村教育委員会が、学校評価の結
果及び改善状況についての情報を都道府県教育委員会に適切に伝える。
第 7 に、都道府県教育委員会は、市区町村教育委員会からの報告を受けて、必要に応じ、教
職員の配置、研修の実施、指導主事等の派遣などの支援・改善のための措置を講じる。
また、文部科学省は、「学校評価等実施状況調査」を実施し ２、学校評価の全国的な動向の把
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握に努めている。教育委員会の取組みについては、2011 年度（平成 23 年度）の調査から最新
の状況を知ることができる ３。調査の質問項目は表 1、学校評価の活用状況の結果（都道府県と
市町村を区別）は表 2 の通りである。表 2 から、学校評価の結果を教育委員会が活用すること
は、まだ普及段階にあるといえよう。
表 1 学校評価に関して実施した取り組み 
（出所：文部科学省「学校評価等実施状況調査（平成 23 年度間 調査結果）」を基に筆者作成） 
表 2 学校評価結果の活用状況 
（出所：文部科学省「学校評価等実施状況調査（平成 23 年度間 調査結果）」を基に筆者作成） 
文部科学省の「地域とともにある学校づくりと実効性の高い学校評価の推進について（報告）」
では、学校評価の実効性に課題があることを指摘しており、以下のように要約できる。
（学校内における取組）学校評価における目標や評価項目が設置者の学校教育に関する方針（教
育振興基本計画など）と十分に関連付けられていないため、設置者が学校の教育活動や学校運営
の状況を確認できず、改善のための支援が十分に受けられていない学校がある。
（設置者等の学校評価に関する支援）設置者の学校教育に関する方針が不明確であるため、各学
校が学校評価における目標や課題を系統化・重点化しにくい。また、評価結果が設置者等による
支援（財政面・人事面）や、指導主事等の学校訪問の際の指導助言に十分に結びついていない。
さらに、教育委員会内で、学校評価、予算措置、教職員人事の各担当間の連携や、都道府県や
市区町村、首長部局や地域団体との連携が不十分な場合もあり、予算措置や地域連携の改善
についての有効な支援が実施できていない。または、評価結果を含む学校情報の積極的な公表の
意義について、そもそも設置者の理解が不十分なため、学校の管理職まで理解が及んでいない。 
 以上の「学校評価ガイドライン」「学校評価等実施状況調査」「地域とともにある学校づくりと
実効性の高い学校評価の推進について（報告）」から、学校評価の実効性を高めることが課題と
なっている。そして、学校だけでなく教育委員会も学校評価を活用すること、そして学校へのよ
り良い支援を教育委員会も行っていくことを、文部科学省は教育委員会に求めているのである。 
○統一的な評価書様式の作成
○学校評価に関する独自のガイドライン等の策定
○学校評価に関するスケジュールの事前の提示
○学校評価に関する説明会・研修会等の実施
○学校評価の結果の分析
○学校評価の結果に基づく指導主事等による専門的指導
○学校評価に関する好事例の普及
○共通した評価項目、指標の設定
○学校評価に関する独自のパンフレット等の策定
○学校評価の報告と教育委員会自己点検・評価との連動
○各学校が学校関係者評価を確保するための支援
○学校評価の結果に基づく財政面での支援
○学校評価の結果に基づく人事面での支援
都道府県 市町村
学校評価の結果の分析 51.5％ 42.1％
学校評価の結果に基づく指導主事等による専門的指導 48.5％ 24.1％
学校評価の報告と教育委員会自己点検・評価との連動 28.8％ 32.4％
学校評価の結果に基づく財政面での支援 6.1％ 19.4％
学校評価の結果に基づく人事面での支援 4.5％ 15.1％
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３．地行法改正後の教育委員会制度 
 学校評価は、設置者へ結果を報告することや、教育の質を保証するために、設置者が結果に応
じた支援を学校に行うことを期待している。学校教育法第 2 条により、国、地方公共団体、私
立学校法第 3 条に規定される学校法人は、設置者になることができる。地方公共団体が設置者
となる場合、執行機関多元主義から教育委員会が執行機関となり、常勤職員による教育委員会事
務局が事務局機能を担っている。教育委員会を規定する、地方教育行政の組織及び運営に関する
法律（以下、地行法）は改正され、2015 年 4 月より新しい教育委員会制度が始まっている。地
行法改正によって、教育委員長と教育長は教育長へ一本化され、教育委員だけでなく教育長も議
会の同意を得た上で、首長が任命することとなった。また、「教育に関する『大綱』」を首長が策
定し、教育の目標や施策の根本的方針を示すこととなった。教育に関する大綱は教育振興基本計
画をもって代えることができるとされた。さらに、すべての地方公共団体に「総合教育会議」を
設置することとなった。この総合教育会議では、首長と教育委員会が構成員となり、①教育行政
の大綱の策定、②重点施策、③緊急時の対応、について協議・調整しなければならないとなって
いる。 
 
 ４．計画と体系 
 教育委員会は執行機関であるため、教育行政における政策や計画、方針に基づいて事務の執行
を行うこととなる。地方の教育行政においてより所となるものが、総合計画と教育振興基本計画
である。総合計画も教育振興基本計画も策定は義務化されていないが、策定することは一般的と
なっている ４。 
 教育振興基本計画は、教育基本法第 17 条に規定がある。教育の振興に関する施策の総合的か
つ計画的な推進を図るために、国は策定義務を負い、また、国の教育振興基本計画を参考に地域
の実情に応じて、自治体は努力義務とされている。教育基本法を受けて、都道府県や市町村はそ
れぞれに教育振興基本計画を策定している。教育基本法の条文では国の計画を自治体は参考にす
ればよいのであるが、中央地方関係から、国、都道府県、市町村の教育振興基本計画は非常に緩
やかな縦の関係があるといえよう。文部科学省の調査によると、2017 年 9 月の時点では、47 都
道府県と政令指定都市はすべて教育振興基本計画を策定しており、45 中核市を含む全国の
1718 市区町村は 1308 市区町村（全体の 76.1％）で策定が行われている ５。教育振興基本
計画が扱う領域は、教育委員会が扱う領域が中心となるが ６、昨今では複雑かつ高度化する教育
をめぐる様々な諸課題や今日的課題に対応するために、首長部局と連携した取り組みを行うこと
を前提としたテーマも取り上げられるようになっている ７。他方で、教育振興基本計画の策定に
関わる主体は統一されていないため ８、教育委員会が策定の主体であると単純に理解することに
は留意を要する。 
また、地行法の改正により、「教育に関する大綱（以下、大綱）」を策定することとなった。地
行法第 1 条の 3 第 1 項により、地域の実情に応じて、教育、学術、文化の振興に関する総合的
な施策の大綱を定めなければならない。ただし、首長が、総合教育会議において教育委員会と協
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議・調整し、教育振興基本計画をもって大綱に代えることと判断した場合には、別途、大綱を策
定する必要はない ９。したがって、大綱については、教育委員会は協議主体として必ず検討を行
うこととなっている。現行では、教育振興基本計画を大綱に代えることができるため、教育振興
基本計画についても、教育委員会は協議主体として検討を行わなければならない事態が生じてい
ると言える。 
 地方教育行政における教育振興基本計画は、各自治体が作成する総合計画が上位計画となる。
総合計画は、自治体にとって最上位の計画であり、計画の体系上は最も重要な計画である。総合
計画が扱う領域は、すべての行政分野を網羅している １０。昨今では国の地方創生の取組みに伴
い、各自治体で総合戦略を策定し、地方創生の枠組みの中で各自治体における重点課題について
戦略を立てることが行われた。総合計画と異なり、すべての行政分野を網羅する必要がない点が
特徴であるが、総合計画と総合戦略との関係は各自治体に委ねられている（川北 2016）。総合計
画の策定主体は、首長部局であり、企画や政策に関する部署が主として担当となる。すべての行
政分野を網羅し、計画に体系性を持たせることから、教育委員会を含めた庁内のすべての部局が
策定に関係し、庁内調整が進められる。以上のことは図 1 のように整理できよう。 
 
図 1 総合計画と教育振興計画の関係 
（出所：筆者作成） 
 
 ５．長野県の学校評価 
 長野県教育委員会では、学校評価の手引書としてのガイドラインやモデルを作成をしており
「学校自己評価の手引き」（2003 年制作）と「学校が変わり、子どもが変わる学校評価のポイン
ト」（リーフレット、2009 年制作）がある。「学校自己評価の手引き」は、自己評価指針作成委
員会の検討によって作成され １１、各学校が学校評価を実施する際の具体的な手順などが例示さ
れている。長野県教育委員会は、2007 年度に「学校の第三者評価実施委員会」を設置し、2009
年度末までに試行した第三者評価の実践をもとに、「学校が変わり、子どもが変わる学校評価の
ポイント」では、学校評価のポイントをまとめている １２。「学校自己評価の手引き」が示す、学
校評価のフレームは図 2 のようにまとめられている。小中学校においては、市町村の教育委員
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会が学校評価の管理を行うこととなるため、各市町村で学校評価の運用が行われ、市町村ごとの
違いや特徴も生じうる。自己評価指針作成委員会の副委員長経験者である西山によると（西山
2004）、長野県の学校評価の特徴には、(1)学校の主体性重視、(2)系統性、(3)教職員と学校全体
との連動性、(4)評価活動と改善策の重層性、があるという １３。 
 
図 2 学校自己評価の PDCA サイクル 
（出所：長野県教育委員会「学校自己評価の手引き」より引用） 
 
６．事例研究 
 以下では、長野市教育委員会と長野県教育委員会を事例に学校評価の実態についてヒアリング
調査を行った。学校評価については、長野市立の小学校と中学校は長野市教育委員会が管轄して
おり、長野県立の高等学校と中学校（中高一貫校）は長野県教育委員会が管轄している。そこで、
それぞれの実態について確認を行った。 
６．１長野市教育委員会 
 長野市では学校評価を 2009 年に試行実施し、その後に全面実施したという １４。学校評価実
施の大まかな流れとしては、まず各学校で学校評価委員会を組織するという。この学校評価委員
会は学校評議員へ、5 月～6 月に依頼、委嘱する。10～12 月に児童・生徒、保護者、教職員に
アンケートを行い、1 月以降にデータ分析・考察、報告書作成が行われ、考察の部分は、教頭、
教務主任、副校長が担うことが多い。長野市では、児童・生徒、保護者、教職員へ行うアンケー
ト項目は、市内の小中学校で共通となっており、5 年くらい継続させることで経年変化を確認す
るという試みが現在行われている。このアンケート項目については、校長会で検討を行っている。
アンケートはマークシート形式で、長野市教育委員会が一括して集計し、集計結果を各学校へフ
ィードバックしている。教職員用アンケート項目は表 3 の通りである。 
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表３ 教職員用アンケート（2015 年度版）：授業評価・学校運営に関する評価 
 
（出典：長野市教育委員会提供資料より引用） 
 
この方法は、各学校の業務に負担が少なく、各学校からの評判が良いが、各学校の特色を出し
たアンケートを行うことには不向きな面もある。長野市教育委員会の学校評価に関する仕事は、
各学校のアンケートの集計と結果のフィードバック、アンケートの集計を行うための IT 管理シ
ステムの設計・維持管理 １５、各学校の学校評価担当者向けの研修会の実施、学校評価のスケジ
ュールの周知である。他方で、学校評価の結果を、「教育に関する事務の点検及び評価（地行法
第第 26 条 1 項）」や教育基本計画、長野市の総合計画、または教育委員会の各種施策に反映さ
せることは行われていない。学校に対する支援としては、日常的な学校訪問を通して行っており、
また学校訪問で指導主事が感じたことの確認材料として学校評価の結果は見られている。長野県
教育委員会との連携は、学校評価に限らず通常業務の範囲で行われている。学校評価を実施する
際に難しい点は、保護者の自由記述欄に対する学校からの返答である。良い意見でも悪い意見で
も、1 つの意見に学校が振り回されてしまうことは望ましくないからである。ただし、教員とし
てはやはり保護者の声は気になるものであり、学校評価を行うことで保護者の声を（前向きな意
味で）聞いてみるという意識になるという。学校評価がうまく機能するためには学校経営の柱が
必要で、それによって学校の進むべき方向性が示されるとともに、各取り組みの位置づけや役割
が明確になってくる。また、学校評価があることで、1 年間の全体を通した振り返りをすること
ができる。通常、学校で教員が業務を進めていくと、学校行事や何かの取り組みが終わるごとに
振り返りや反省を行うが、年度末に 1 年間の全体を振り返り総括することはあまり無いという。
さらに、年度末は 1 年に 1 度の転勤を伴う人事異動の季節でもあり、4 月になると新体制で学校
を運営していかなければならず、前年度の評価を生かして学校運営していくことの連続性は、
不安定な状況にあるが、この状況を学校評価によって改善することが期待されている。 
６．２長野県教育委員会 
(学校全般について）
1 本校は、子どもと保護者の願いをいかす「学校目標」「重点」になっている。
2 本校は、全職員で「学校目標」「重点」を共通理解し、具現に向け指導している。
（学校生活の基本）
3 児童生徒が学校生活を楽しいと感じられるよう努力している。
4 児童生徒が将来の夢や希望をもち、意欲的に学習できるようにしている。
5 総合的な学習の時間や生活科、学校の行事等では、子どもたちが活躍する場をつくって取り組んでいる。
6 家庭学習の充実に向けた支援を行っている。
7 子どもたちの健康管理や体力向上のための取り組みに努力している。
8 自分のことを自分でなしとげる態度を育てている。
9 基本的な生活ルールやマナーを守る態度を育てている。
（安全・安心な教育環境）
10 地域の方とともに子どもたちの安全確保のための取り組みを行っている。
11 全職員でいじめのない学校、学級、集団作りに取り組んでいる。
12 児童生徒の悩みやトラブルを見逃さず、相談事にも誠実に耳を傾けながら適切に対応している。
（家庭・地域との連携）
13 地域の方を行使とするなど学習支援の取り組みを行っている。
14 学校・学年からの通知やたより、学校ホームページなど、わかりやすく保護者や地域に向け発信している。
15 地域の方や保護者の方が相談をしたり考えを伝えたりしやすい雰囲気になっている。
（教員の力量向上）
16 ユニバーサルデザインの視点から、児童生徒が学習しやすいような教室環境や施設・設備の整備をしている。
17 授業で試行を深める発問と指示を的確・端的に行い、「子どもの活動時間」を十分確保している。
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 長野県では上述したとおり、2003 年に「学校自己評価の手引き」を作成し、2009 年に「学校
が変わり、子どもが変わる学校評価のポイント」を作成し、学校評価の普及と支援が行われてき
た。そのような中で、2012 年に長野県にとっては不名誉な出来事が起こる。約半年の間に、7
件の、教員による子どもへのわいせつ行為事件が起こった。当不祥事の重要性から、知事部局と
長野県教育委員会とが合同で「教員の資質向上・教育制度あり方検討会議」を急遽設置し、再発
防止に向けた検討が行われ、「教員の資質向上・教育制度あり方検討会議 提言」がまとめられ
た。さらに、この提言に基づく行動計画の実施について進捗状況を管理すると共に、必要に応じ
て実施の支援を行うため、教育委員会と知事部局が共同で「教員の資質向上・教育制度改善フォ
ローアップ委員会」を設置することとなった。 
 教育の資質向上・教育制度あり方検討会議では、倫理向上専門部会、採用・人事専門部会、研
修専門部会、評価専門部会が作られた。評価専門部会の中で、学校評価と教員評価について検討
が行われた。検討の中では、成果、課題、改善方策が次の通り示された １６。 
（成果）組織として目標を掲げ、ＰＤＣＡサイクルが志向されたことにより、学校の課題や改
善の方向性が教職員に共有される契機となっていること、各種アンケートや学校関係者評価等の
実施により、情報発信への意欲が高まっていることが指摘された。 
 （課題）学校重点目標と個々の教員の目標とが関連できていないこと、学校運営に外部の意見
を取り入れる仕組みとして十分に機能していないこと、データに基づいた客観的な評価が不十分
なことが指摘された。 
（改善方策）年度当初の個人目標設定の際に、校長との面談を通じて、学校の重点目標との関
連性を高めること、匿名性を担保しつつ、学習者による校長の学校運営に対する評価を実施する
ことが指摘された。また、地域住民や進路先の学校・企業など幅広い関係者を対象とした学校運
営に対する包括的な評価を、匿名性を担保しつつ補完的に実施し、校長などの管理職の評価の材
料として活用しながら学校運営の改善につなげることが指摘された。さらに、学校評価や各種調
査結果を、次年度の学校経営方針における反映状況を明確化することが求められた。ただし、教
育の資質向上・教育制度改善フォローアップ委員会における「『信州教育の信頼回復に向けた行
動計画』の実施状況（平成 26 年度末見込み）」を確認する限り、これらの提言は一部具現化さ
れているものの、どこまで具現化されているのかは定かではない。 
以上の不祥事への対応を踏まえた長野県の動向と、国の動向を改めて整理し比較してみると、
表 4 の通りである。長野県の学校評価に関する取組みは、わいせつ行為事件への対応が発生し
たものの、大きな流れとしては、国の動きに合わせて取組んでいると言えよう。 
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表４ 学校評価の動向 
 
（出所：筆者作成） 
 
 さて、長野県教育委員会の管轄は高等学校であるので、高等学校の現状について若干の確認を
行いたい。高等学校では、学校評価と授業評価の 2 つが行われている。学校評価では、生徒や
保護者を対象に実施し、校長の学校運営や学級経営に関することを尋ねている。授業評価とは、
生徒が受講する全ての授業について評価を行うものであり、1 年間の中で前期と後期に 1 回ずつ
行っている。項目は学校の実情に応じて設定し、マークシートを使って匿名性を担保し、5 段階
評価を行われるが、記述欄も設けられている。予算の都合で、マークシートの性能が高くないた
め、集計作業に膨大な手間がかかってしまうことが課題となっている。記述欄については、校長
が全ての授業分を集計しており、ここでも膨大な作業が発生している。学校評価と授業評価を実
施する前には、校長が全校集会などの場で生徒全体に対してアナウンスを行い、各授業担当者か
らもアナウンスが行われる。アナウンスの際には、できるだけプラスになることをフィードバッ
クするように生徒に協力を求めるという。悪い面だけでなく良い面にも着目することで、教員の
励みになるという理由からである。このような取り組みや、教員と生徒との間の信頼関係から、
比較的肯定的なフィードバックが多いという。また、一部の高校では卒業生にも依頼し、学校評
価に役立てている。評価結果は、学校だよりや PTA 総会などで公表し（実施することも事前に
アナウンスしている）、また学校評議員に資料として提供もされる。授業評価の結果は、授業の
中で授業改善の方法等を教員が生徒に説明している。ただし、授業評価については、この制度が
導入される以前から各教員は個人レベルで自主的に、自らの授業についてアンケートを独自に行
ったりして、授業評価に相当する取り組みもあったようである。これは、授業を展開する以上、
質の高い授業を提供したいと教員ならば当然に考える職業上のモラールに由来している。 
長野県教育委員会の学校評価に関する仕事としては、学校評価の結果を受け取ることと、その
回収率を確認する程度である。学校評価の結果を、教育委員会の各種施策に反映したり、教育振
興基本計画や総合計画に反映させたり関連づけることは行われていない。各種施策に関連させ始
めると、学校への管理強化へとつながる懸念もでてくるという。そのような場合には、労働組合
の協力を得ていく必要が生じてくるという。学校教育現場では、さまざまな生徒や教員が存在す
ることは良いことであると考えられている。そのことを、学校レベルではどのように考えていく
のかが論点となるようであった。学校評価の課題としては、上述したが各学校で行うアンケート
の集計作業の時間短縮が指摘された。 
2002年 自己評価の努力義務化 2003年 「学校自己評価の手引き」作成
2007年 自己評価の義務化
学校関係者評価の努力義務化
2008年 2009年 「学校が変わり、子どもが変わる学校
評価のポイント」作成
2013年 「教員の資質向上・教育制度あり方検
討会議　提言」
教育振興基本計画で、学校関係
者評価の完全実施が期待される
国の動向 長野県の動向
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７．考察 
 文部科学省の「学校評価ガイドライン」では、学校評価の結果を活用して、さまざまな改善
へつなげていくことが学校評価に期待されている。しかし、制度的にも、実態としても学校評価
ガイドラインが期待するような改善へつながっていない。制度としては、法律や施行規則で学校
評価の実施と設置者への報告義務は課されているが、詳細に規定されている訳ではなく、裁量の
余地は残されている。また、教育行政に関係する計画として主に総合計画と教育振興基本計画が
あり、この 2 つは体系性をもっているが、学校評価との間には関連性や体系性を見出すことは
できない。また、実態を確認してみると、長野市教育委員会も長野県教育委員会も、学校評価を
円滑に実施するための事務的なサポートは行われているが、学校評価の結果を活用した教育行政
の展開を行うことには至っていなかった。あくまでも、各学校の中で自主的に改善が行われるこ
とを教育委員会は期待していた。 
 また、長野県教育委員会は「教員の資質向上・教育制度あり方検討会議 提言」を出し、学校
評価に対しても提言を行った。この提言は、前提として教員の不祥事を根絶していくことが根本
的な問題関心としてあるため、学校評価そのものを論じるために議論が行われたわけではない。
内容も運用面に関する改善策が提言されているに過ぎず、学校評価への影響は限定的といえよう。 
長野県教育委員会が作成した手引きが考える PDCA サイクル（図 2）は、学校だけで完結し
ており、教育委員会は PDCA サイクルの中に存在していない。教育の政治的中立性という観点
からは、このような状況は有意義なことなのかもしれない。しかし、公的な機関であり、行政の
一部分であることを考えると、今日の行政は政策的思考をもって社会の課題を解決していくこと
が必要である状況において（真山 2001）、学校評価の結果と各施策とが連動していくことの重要
性も無視することはできない。ただし、前提条件として、そもそも「学校評価とは何か」につい
て明らかにすることが必要である。この点について、例えば山谷によると評価の目的は、政府の
アカウンタビリティ追求、専門分野への知的貢献、マネジメントへの貢献、という 3 点があり
（山谷 2012：21-22、2013：44-59）１７、どの目的を選択するのかによって評価活動の進め方
に大きな影響を与える。学校評価は 3 つの目的が設定されているが、3 つの目的に対応して評価
活動が行われているわけではないので、学校評価は中途半端なものとなっている。また、政治学・
行政学と教育学・教育行政学との学問上の分業意識があるため（村上 2011、西尾 1993）、行政
学の視点で学校評価をとらえられていない。学校は教育行政における実施機関であり、公立学校
は行政の一部分であることから、行政学からも学校評価とは何かをとらえる必要がある。 
 
８．おわりに 
学校評価と教育委員会との関係について、学校評価の結果を教育委員会が活用するという関係
よりも、学校評価が各学校で円滑に行われるように教育委員会は支援をしている状況にあるとい
えよう。この状況の是非について判断を下すことは、学校評価の曖昧さから難しい。学校評価へ
期待されることがあったとしても、制度上の課題により実現できていないことはしばしば生じる。
学校評価そのものへの検討・分析・評価は今後の研究課題としたい。 
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注 
                                                   
１ 権限移譲についても次のように示されている。「設置者は、学校が自らの裁量により学校運営
の改善に取り組みやすくするため、承認・届出を要する事項の見直しや学校の裁量により執行で
きる予算の措置など、学校の自主性・自律性を高めるようにする。」 
２ 2017 年度（平成 29 年度）の時点では調査は 6 回行われており、対象年度は 2006 年度、2008
年度、2011 年度、2014 年度となっている。 
３ 2014 年度にも調査が行われているが、文部科学省のホームページでは調査結果の留意事
項と調査結果の概要が公開されているだけで、詳細を確認することができない。また、こ
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の概要の中では教育委員会の取組みについて取り上げられていない。ゆえに、2011 年度の
調査を最新とした。 
４ 大塚敬「基本構想策定義務付け廃止から 5 年 自治体総合計画の最新動向」2017 年、三菱
UFJ コンサルティングホームページ
（http://www.murc.jp/thinktank/rc/column/search_now/sn170512 2018 年 2 月 16 日取得）を
参照。 
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・政令指定都市の基本計画策定状況 ：全 20 政令指定都市において策定済み 
・中核市の基本計画策定状況       ：45 中核市のうち 44 中核市 
 
全国の市区町村の策定状況（1718 市区町村（中核市を含む））（2016 年 3 月 31 日現在） 
・基本計画を策定済み         ：1308 （76.1％） 
・基本計画を策定していない      ：410 （23.9％） 
６ 例えば、長野市の場合、＜学校教育・家庭教育・社会教育＞の 3 つの作業部会をつくり検討
を行っている。また、「長野市生涯学習推進計画」「長野市立図書館基本計画」「長野市子ども読
書活動推進計画」「長野市文化芸術振興計画」「しなのきプラン 29」「長野市乳幼児期の教育・保
育の指針」「長野市子ども・子育て支援事業計画」「長野市スポーツ推進計画」を包含する計画と
して、長野市教育振興基本計画は位置づけられている。 
７ 例えば、小学校へ入学するまでのこどもの支援などが挙げられる。 
８ 全国的な傾向を明らかにすることも教育政策の研究課題であると筆者は考えている。 
９ 文部科学省「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律について（通
知）」2014 年を参照。 
１０ 総合計画の歴史や構造については新川（1995）を参照。 
１１ 長野県教育委員会のホームページでは、審議の議事録が公開されていないため、議論の
経過を確認することができていない。 
１２ 内容としては次のような点がある。魅力的な重点目標の設定、外部アンケートを活用し､
改善策を提示する自己評価の実施、学校関係者評価の活用など。 
１３ これらは長野県の特徴と言える程度のものなのか、筆者は疑問を抱いている。今後の研
究課題としたい。 
１４ 全面実施の正確な時期は、ヒアリングの中で明らかにできていない。 
１５ この IT 管理システムは、長野市教育委員会が独自に民間企業に依頼して構築している。 
１６ 長野県教育委員会「教育の資質向上・教育制度あり方検討会議」長野県庁ホームページ、参
照。 
１７ Rossi も評価の目的として、プログラムの改良、アカウンタビリティ、知識生成の 3 つを挙
げている（Rossi2003＝2005：35-36）。 
 
（受付日：2018 年 2 月 28 日） 
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